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介護・看護サービス 統計データ集　2015

今回のデータ集には、環境コミュニケーション大賞2014･
地球温暖化対策報告受賞の環境報告書が掲載されています。

● 環境問題に関するテーマで一番関心のあるもの
　 地球温暖化　24.5％　エネルギー問題　22.0％　自然環境の劣化　20.6％
● 今の生活を多少変えてでも（犠牲にしても）地球温暖化対策を行うべきであると回答した三重県の事業者 ･ 従業者 ･････64.1％
● 1時間当たりの最大降水量 ･････1 位  153.0ｍｍ  香取 （千葉県 1999 年 10 月）
　 2位  153.0ｍｍ  長浦岳 （長崎県1982年7月）　 3位  152.0ｍｍ  多良間 （沖縄県1988年4月）
● 二酸化炭素（CO2）の大気中の濃度
　 1750 年頃（産業革命以前） 約280ppm　→　2011年 390.9ppm（△ 40％）
● 京都議定書以降の日本の温室効果ガス排出量
　 2005 年 13億7,700万トン → 2009 年12億3,400万トン → 2013 年 13億9,500万トン
● 京都議定書以降の日本の部門別二酸化炭素（CO2）の排出量の増減率（2005 年、2013 年比）
　 �産業部門（工場等） ▼6.3％　運輸部門（自動車等） ▼12.6％　家庭部門 △16.3％
　 業務その他部門（商業･サービス･事業所等） △19.5％　エネルギー転換部門（発電所等） △11.0％
● 2020 年の EU 加盟主要国の最終エネルギー消費量に占める再生エネルギー比率目標
　 ドイツ 18％　フランス 23％　イギリス 15％　スペイン 20％　イタリア 17％　スウェーデン 49％
● 電気料金が値上がりするとしても再生可能エネルギーを利用したいと回答した消費者の割合 ･････54.2％
● 働く人がオフィスビル全体の環境保全の取組として有意義だと思われるもの
　 ゴミの分別回収 58.9％　LED 照明化 55.9％　節電 ･ 節水などの呼びかけ 51.3％●ISBN978-4-86563-006-0

●三冬社 編集制作部 編
●2015年4月上旬発行
●A4判336頁
●本体価格14,800円＋税
●http://www.santho.net/

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

こんなことがわかります！

地球温暖化
統計データ集

2015
経済成長が課題の日本 !   エネルギー
問題と温暖化対策をどうするか。
世界が注目する日本の姿を考えるた
めのデータを幅広く集録。

使えるデータが
きっとあります。

今回のデータ集には、環境コミュニケーション大賞2014･
地球温暖化対策報告各賞の環境報告書が掲載されています。
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1-4-38
世界のエネルギー起源CO2排出量
（2012年）に占めるカンクン合意に基
づき緩和目標・行動を提出した国の割合

図表 1-4-39
世界のエネルギー起源CO2排出量
（2010年）に占めるカンクン合意後に
緩和目標・行動を提出した国の割合

図表
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17.7%
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16.4%

附属書I国※244.0%

新興国37.0%

※ 1　カンクン合意後に緩和目標・行動を提出しているが、IEAにおいて個別の値は掲載
されていない国は、「未提出国その他」に含まれている。

※ 2　ベラルーシ、カザフスタン及び EU28に含まれるキプロス、マルタは含まれている
が、未提出であるトルコは含まれていない。 出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM 
FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境省作成

※ 1　カンクン合意後に緩和目標・行動を提出しているが、IEAにおいて個別の値は掲載
されていない国は、「未提出国その他」に含まれている。

※ 2　カザフスタン及び EU27に含まれるキプロス、マルタは含まれているが、未提
出であるトルコは含まれていない。 出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL 
COMBUSTION」2012 EDITIONを元に環境省作成
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1-4-40 主な国別エネルギー起源CO2排出量の推移（1990～2012年）図表

※ EU28ヶ国に含まれる。
出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境省作成
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1-4-33 世界のエネルギー起源CO2排出量（2012年）図表 1-4-34
世界のエネルギー起源CO2排出量
（2012年）に占める京都議定書第
一約束期間義務付け対象の割合

図表
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※ EU15ヶ国は、COP3（京都会議）開催時点での加盟国数である。
出典：IEA「CO2 EMMISIONS FROM FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境
省作成

※カナダは 2012年 12月に京都議定書から離脱
※附属書 I国のうち第一約束期間に削減義務のないベラルーシ、トルコ、マルタ、カザフ
スタンは「その他の附属書 I国」から除いている。 出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM 
FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境省作成
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1-4-36 世界のエネルギー起源CO2排出量
（2012年）に占めるG20諸国の割合図表 1-4-37 世界のエネルギー起源CO2排出量（2012

年）に占めるMEF主要参加国の割合図表
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※平成 20年に千葉県で開催された第 4回対話で議長総括が取りまとめられ、G20は終結
した。同年の北海道洞爺湖サミットで対話の結果が報告された。
出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境省
作成

出典：IEA「CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION」2014 EDITIONを元に環境省
作成

1-4-35 主な国別一人当たりエネルギー起源CO2排出量（2012年）図表
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1 気温の変化

2-1-1 世界と日本の年平均気温の順位（上位10位）図表

2-1-2 世界の年平均気温偏差（1890〜2020年）図表
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※細線：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線：偏差の 5年移動平均、直線：長期的な変化傾向。基準値は 1981～ 2010年の 30年平均値。

2-1-3 北半球の年平均気温偏差（1890〜2020年）図表
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※細線：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線：偏差の 5年移動平均、直線：長期的な変化傾向。基準値は 1981～ 2010年の 30年平均値。

世界 日本
順位 年 気温偏差（℃） 順位 年 気温偏差（℃）

1 2014 0.27 1 1990 0.78 
2 1998 0.22 2 2004 0.77 
3 2013 0.20 3 1998 0.75 

2010 0.20 4 2010 0.61 
5 2005 0.17 2007 0.61 
6 2009 0.16 6 1994 0.56 

2006 0.16 7 1999 0.49 
2003 0.16 8 2013 0.34 
2002 0.16 9 2009 0.30 

10 2012 0.15 10 2002 0.29 
（11） 2014 0.28 

注：1）2014年の世界と日本の年平均気温偏差は、1月から 11月までの月平均気温の偏差をもとに算出した速報値。
　：2）2014年の年平均気温の確定値は、日本については 2015年 1月初め、世界については 2015年 2月初めに公表するが、速報値とは順位、値ともに変わることがある。
出典：気象庁地球環境・海洋部気候情報課
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61

5

6

4

3

2
自
然
環
境
の
変
化

1
2-1-4 南半球の年平均気温偏差（1890〜2020年）図表
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2-1-5 世界平均地上気温（1850〜2012年）図表
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出典：IPCC「第 5次評価報告書」

2-1-6 世界平均海面水位の変化（1901〜2010年）図表
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出典：IPCC「第 5次評価報告書」

※細線：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線：偏差の 5年移動平均、直線：長期的な変化傾向。基準値は 1981～ 2010年の 30年平均値。
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第1章 地球温暖化
世界の環境関連データ／温暖化とその影響／気候変動とその影響温室効果ガス／
地球温暖化対策の経緯と今後／京都メカニズム･政府のクレジット取得／ヒート
アイランド／オゾンホールの変化傾向

第2章 地球環境の変化
気温の変化／降水量の変化／海洋の変化／森林の状況／自然災害の増加

第3章 エネルギー消費と環境
日本のエネルギー消費／日本のエネルギー需給／世界のエネルギー消費／事業所
における温室効果ガスの排出／省エネへの取り組み／欧州における再生可能エネ
ルギー導入状況／新政策シナリオでのエネルギー展望／世界と日本のエネルギー
動向

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

少子高齢社会
総合統計年報 2015

産業構造の変化で税と国民負担率が増えても税収
が増えない日本。子どもたちの未来と地域社会の
姿を読み解くためのデータ集。

食生活データ
総合統計年報 2015

国際化する日本食と欧米化する日本人の食生活 !
日本の食文化を考えるための広範な最新統計資料
集。

ISBN978-4-86563-001-5
発行：2014 年 12 月
本体価格：14,800 円＋税

介護・看護サービス
統計データ集 2015

2030 年に向けて地域の介護・看護の需要と供給
体制はどうなるか？ 早急な対策が求められる自
治体、介護・看護関係者に必要なデータ集です。
ISBN978-4-904022-99-3
発行：2014 年 10 月
本体価格：14,800 円＋税

ISBN978-4-86563-003-9
発行：2015 年 2 月
本体価格：14,800 円＋税

▼内容見本（ホームページにて見本掲載中：http://www.santho.net/）

医療・医療経営
統計データ集 2015

地域医療サービスの崩壊など問題が山積みのニッ
ポンの医療！患者と医師の信頼を再構築するため
の統計データ集です。
ISBN978-4-904022-98-6
発行：2014 年 8 月
本体価格：14,800 円＋税
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7 再生可能エネルギーに関する消費者意識
日本生協連調べ「節電と再生可能エネルギーに関する消費者意識調査」（モバイルリサーチ）2014年6月調査、全国の20～59歳
男女1,000名対象

4-7-1 男女別、再生可能エネルギーの利用は推進するべきだと思うか（単一回答）図表

0 20 40 60 80 100
（％）
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4.6

5.6

39.6

45.2

34.0

53.7

49.0

58.4

全くそう思わないあまりそう思わないややそう思う非常にそう思う

男性
n=500

女性
n=500

全体
n=1,000

1.6

1.2

2.0

4-7-2 男女別、電気料金が値上がりするとしても、再生可能エネルギーを利用したいか（単一回答）図表

0 20 40 60 80 100
（％）

10.7

6.6

14.8

35.1

38.8

31.4

42.8

46.2

39.4

11.4

8.4

14.4男性
n=500

女性
n=500

全体
n=1,000

全くそう思わないあまりそう思わないややそう思う非常にそう思う

4-7-3 年代別、電気料金が値上がりするとしても、再生可能エネルギーを利用したいか（単一回答）図表

0 20 40 60 80 100
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11.2
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35.6
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39.2

50.8
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40.4

38.0
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12.4

9.6

11.620代
n=250

30代
n=250

40代
n=250

50代
n=250

全くそう思わないあまりそう思わないややそう思う非常にそう思う

4-7-4 末子年齢別、電気料金が値上がりするとしても、再生可能エネルギーを利用したいか
‌（単一回答）

図表
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（％）

7.1

12.2

9.2

31.9

22.4

38.5

50.5

51.0

35.4

10.4

14.3

16.9末子小学生
n=65

末子中学生
n=49

末子
中卒以上

n=182

全くそう思わないあまりそう思わないややそう思う非常にそう思う
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8 電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査
日本商工会議所「電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査結果（平成27年1月）」
調査期間：平成26年11月25日～12月10日、調査対象：全国商工会議所の会員企業335社（（製造業193社、非製造業142社）、
回答数のうち、資本金3億円以下は310社、従業員数300名以下は319社）

4-8-5 今後電力コストが上昇した場合に検討する対応策（複数回答）図表

0 20 40 60 80
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41.7

8.0
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5.3

7.5
非製造業 n=135
製造業 n=187
全体 n=322

非製造業 n=135
製造業 n=187
全体 n=322

海外への生産シフト
または事業拠点の移転

国内他地域への生産シフト
または事業拠点の移転

設備増強や研究開発活動の
縮小・抑制

営業活動の縮小・抑制
（事業所の一部営業停止など）

生産活動の縮小・抑制
（一部操業停止など）

0 20 40 60 80
（％）

50.4

8.1

6.7

15.6

61.0

9.6

13.4

6.4

56.5

9.0

10.6

10.2
電力コストが上昇しても

影響はない

新規事業への転換

廃業の検討

人員、人件費の削減

4-8-3 電力コスト単価図表 4-8-4 電力コスト上昇の負担限界図表

10.00

12.00
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16.00

18.00

（円/kWh）
20.00　

14.88

19.07

2013年9月～ 2014年8月
（調査期間直前の1年間）

n=317

2011年4月～ 2012年3月
（東日本大震災直後の1年間）

n=317

5円/kWh超5円/kWh
1.9%

4円/kWh
2.5%

3円/kWh

2円/kWh

1円/kWh

1円/kWh未満

n=323 57.0%

10.2%

13.9%

8.4%

6.2%

注：電力コストを電力使用量で除算。

4-8-1 電力コスト・使用量・コスト単価の実態と上昇幅
‌（2011年4月～2012年3月、2013年9月～2014年8月比較）

図表 4-8-2 1年間の電力コスト図表
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10,000,000

20,000,000

30,000,000
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（円）
50,000,000

36,281,872

46,694,145

2013年9月～ 2014年8月
（調査期間直前の1年間）

n=317

2011年4月～ 2012年3月
（東日本大震災直後の1年間）

n=317

電力コスト
（円）

電力使用量
（kWh）

電力コスト単
価（円 /kWh）

2011年4月～
2012年3月

合計 ￥11,501,353,446 772,763,269 ￥14.88

平均 ￥36,281,872 2,437,739 ￥14.88

2013年9月～
2014年8月

合計 ￥14,802,043,828 776,187,493 ￥19.07

平均 ￥46,694,145 2,448,541 ￥19.07

上昇幅
合計 ￥3,300,690,382 3,424,224 ￥4.19

平均 ￥10,412,273 10,802 ￥4.19

上昇率 28.7％ 0.4％ 28.1％

平　均

平　均
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9 世界の電力消費と再生可能エネルギーの導入状況
経済産業省　資源エネルギー庁「エネルギー白書2014（平成25年度年次報告書）」

4-9-1 地域別、世界の電力消費量の推移（1975～2011年）図表
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出典：IEA「Energy Balances 2013」を基に作成

4-9-4 世界の電源設備構成と発電電力量図表
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11.7%
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出典：IEA「World Energy Outlook 2013」を基に作成

4-9-2 地域別、一人当たりの電力消費量
‌（2011年）図表 4-9-3 地域別、電力比率（1980年・2011年）図表
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注）電力化率とは最終エネルギー消費に占める電力消費量の割合を指す。
出典：IEA「Energy Balances 2013」を基に作成

発電設備容量 54.6 億 kW（2011 年） 発電電力量 22.1 兆 kWh（2011 年）太陽光発電
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11 太陽光発電
※新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「太陽光発電開発戦略（2014年9月）」

4-11-1 日本における太陽光発電の導入推移（累積・単年）図表

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（MW）
14,000

累積

導
入
量

単年

2013
（年）

201220112010200920082007200620052004200320022001200019991998199719961995199419931992

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

4-11-2 固定価格買取制度による太陽光発電設備認定状況（各月末までの累積量）（2014年3月末）図表
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出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

4-11-3 太陽光発電システム導入量推移
‌（2009年度・2012年度）図表 4-11-4 地域ブロック別、電気保安協会の太陽光

発電設備保安管理「外部委託」受託数（出力）図表
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出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のデータを書き起こして引用 出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のデータを書き起こして引用
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8 住宅取得や施設利用における消費者の環境意識
東急不動産（株）、（株）東急不動産次世代技術センター「第2回「住宅取得や施設利用における消費者の環境意識」調査結果」
2012年10月26～29日インターネット調査、首都圏・近畿圏・札幌市内在住の20歳以上の男女26,759名対象（住宅調査：過去1年
以内の住宅建設／購入者と今後5年以内の計画保有者、オフィスビル調査：オフィスワーカー（首都圏・近畿圏のみ）、商業施設
調査：半年に1度以上の利用者、リゾートホテル調査：過去2年間の利用者）

6-8-1 環境問題に対してどの程度取り組んでいるか（単一回答）図表
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6-8-2 取り組んでいる理由（複数回答）図表

6-8-3 取り組んでいない理由（複数回答）図表

〈環境問題に取り組んでいる方〉

〈環境問題に取り組んでいない方〉
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ので
2011年　全体 n=11,338 43.3 24.7 22.1 20.4 16.5 8.6
2012年　全体 n=11,537 42.1 27.1 23.2 19.2 18.5 7.4
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6-15-22 信頼性のある「報告書」の条件の国際比較（3つまで回答）図表
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6-15-23「報告書」がより信頼できるものになるための要素の国際比較（複数回答：いくつでも）図表
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開示情報に関
する一般読者
へのアンケー
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などと協働
して作成
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監査役や社内
組織がチェック
保証している

文言

経営トップが
自筆サインで
内容について
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より具体的な
資料や
数値情報

第三者の
検証を
受けている

権威ある機関
の評価・
格付け情報

複数企業の
報告書の
比較情報
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